
贈与税が変わる！？
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贈与税が変わる！？　相続税と贈与税の仕組みを理解して適切な対策を

相続と贈与に関わる税金のルールが見直されます。
誰しも関心の高い税項目だけに、どう変わるのか気を
もんでいるのでは？　でも焦りは禁物。２つの税金の
仕組みを理解し、改正内容を知れば、正しい対処の仕
方もつかめます。最新動向を踏まえて解説しましょう。

贈
与
税
は
相
続
税
の
前
払
い

税
体
系
の
基
本
は
変
わ
ら
な
い

　

贈
与
税
の
大
改
正
に
つ
い
て
、
新
聞

や
雑
誌
等
で
も
取
り
上
げ
ら
れ
「
ど
う

対
処
す
れ
ば
い
い
？
」
と
心
配
し
て
い

る
オ
ー
ナ
ー
も
い
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

も
っ
と
も
、
昨
年
12
月
に
発
表
さ
れ
た

「
令
和
5
年
（
２
０
２
３
年
）
度
税
制

改
正
大
綱
」
を
よ
く
チ
ェ
ッ
ク
す
れ
ば
、

当
初
予
想
さ
れ
て
い
た
ほ
ど
厳
し
い
内

容
で
は
な
い
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。

　

ど
う
変
わ
っ
た
か
を
正
し
く
理
解
す

る
に
は
、
相
続
税
と
贈
与
税
の
基
本
的

な
仕
組
み
を
知
っ
て
お
く
必
要
が
あ
り

ま
す
。
そ
こ
で
２
つ
の
税
金
の
基
礎
を

ま
ず
は
解
説
し
ま
し
ょ
う
。
今
回
の
税

制
改
正
を
め
ぐ
っ
て
「
独
立
し
た
別
々

の
制
度
だ
っ
た
相
続
税
と
贈
与
税
が
一

体
化
し
た
」
と
い
っ
た
論
調
も
少
な
く

あ
り
ま
せ
ん
。
し
か
し
、
こ
の
見
方
に

対
し
て
、
税
理
士
の
玉
越
さ
ん
は
疑
問

を
投
げ
か
け
ま
す
（
図
表
1
参
照
）。

「
相
続
税
と
贈
与
税
は
、
ど
ち
ら
も
個

人
間
の
無
償
に
よ
る
資
産
移
転
に
関
わ

る
税
金
で
す
。
生
前
の
資
産
移
転
に
は

贈
与
税
、
亡
く
な
っ
て
か
ら
の
移
転
に

は
相
続
税
。
移
転
す
る
時
期
が
違
う
だ

け
で
、
そ
も
そ
も
一
体
化
し
た
税
体
系

に
す
べ
き
も
の
な
の
で
す
。
贈
与
税
に

は
独
立
し
た
税
法
は
な
く
、
相
続
税
法

の
中
に
組
み
込
ま
れ
た
補
完
税
と
い
う

位
置
づ
け
で
す
。
生
前
に
行
う
贈
与
は

相
続
財
産
の
前
渡
し
と
い
う
意
味
合
い

が
あ
り
、
そ
こ
で
課
税
さ
れ
る
贈
与
税

は
相
続
税
の
前
払
い
と
言
え
る
で
し
ょ

う
」（
玉
越
さ
ん
）

相
続
時
精
算
課
税
は
後
か
ら
誕
生

　

現
在
の
贈
与
税
に
は
「
暦
年
課
税
」

と
「
相
続
時
精
算
課
税
」
と
い
う
２
つ

の
仕
組
み
が
あ
り
、
い
ず
れ
か
の
選
択

制
に
な
っ
て
い
ま
す
（
図
表
3
参
照
）。

も
と
も
と
贈
与
税
は
、
１
９
5
３
年
に

誕
生
し
て
か
ら
し
ば
ら
く
は
、
1
年
間

に
贈
与
さ
れ
た
金
額
の
合
計
に
対
し
て
、

単
年
度
で
税
金
を
計
算
す
る
暦
年
課
税

だ
け
で
し
た
。
相
続
税
と
一
体
課
税
し

な
か
っ
た
の
は
、
長
期
に
わ
た
る
生
前

贈
与
を
捕
捉
し
き
れ
な
い
こ
と
に
よ
る

割
り
切
り
で
し
た
。

「
亡
く
な
っ
て
か
ら
の
資
産
移
転
に
か

か
る
相
続
税
し
か
な
い
と
、
相
続
前
に

全
財
産
を
贈
与
し
て
し
ま
え
ば
税
金
は

か
か
り
ま
せ
ん
。
こ
の
回
避
行
為
を
防

ぐ
た
め
に
贈
与
税
が
で
き
、
相
続
税
よ

り
も
厳
し
い
累
進
税
率
を
設
け
た
わ
け

で
す
」（
玉
越
さ
ん
）

　

図
表
2
の
通
り
、
累
進
税
率
は
移
転

す
る
金
額
が
大
き
い
ほ
ど
税
率
は
高
く

な
り
ま
す
。
贈
与
税
は
少
額
で
も
税
率

が
高
く
、
課
税
価
格
が
４
０
０
０
万
円

台
で
最
高
税
率
の
55
％
に
到
達
。
同
じ

金
額
の
場
合
、
相
続
税
率
は
15
％
と
低

く
、
最
高
税
率
に
な
る
の
は
6
億
円
を

超
え
て
か
ら
で
す
。
た
だ
し
、
暦
年
課

税
制
度
に
は
年
間
１
１
０
万
円
の
基
礎

控
除
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
非

課
税
枠
や
税
率
の
低
い
ゾ
ー
ン
の
金
額

の
生
前
贈
与
を
何
年
に
も
わ
た
っ
て
繰

り
返
せ
ば
、
無
税
ま
た
は
相
続
税
を
払

う
よ
り
大
幅
に
低
い
税
負
担
で
多
額
の

資
産
を
移
転
で
き
る
と
い
う
節
税
対
策

が
、
富
裕
層
の
間
で
広
が
り
ま
し
た
。

「
相
続
時
精
算
課
税
制
度
」
は
、
２
０

０
３
年
に
創
設
さ
れ
ま
し
た
。
２
５

０
０
万
円
の
特
別
控
除
額
に
達
す
る
ま

で
は
、
複
数
年
に
わ
た
り
贈
与
税
を
か

け
ず
に
資
産
を
移
せ
る
仕
組
み
で
す
。

特
別
控
除
枠
を
超
え
た
分
は
一
律
20
％

の
低
い
税
率
が
適
用
さ
れ
ま
す
。
生
前

に
贈
与
し
た
資
産
は
す
べ
て
贈
与
時
の

評
価
で
相
続
財
産
に
持
ち
戻
し
て
相
続

税
と
し
て
精
算
さ
れ
る
わ
け
で
す
。

相続税と贈与税の全体像をおさえよう！

■ 図表1 相続に関する現状の税体系 ■ 図表2 贈与税と相続税の税率構造

■ 図表3 暦年課税制度と相続時精算課税制度の概要

監修

商工中金、（株）リクルートを経て2003年税理
士法人タクトコンサルティングを設立。中小企業
庁「事業承継検討会」委員などを歴任。2021
年税理士法人ゆいアドバイザーズを設立。

税理士法人ゆいアドバイザーズ
代表社員・税理士
玉越 賢治 氏

暦年課税制度（1953年～※） 相続時精算課税制度（2003年～）

控除額 基礎控除：毎年110万円 特別控除：累積2,500万円

税率 10～55％の累進税率 一律20％

贈与者 問わない（相互の自由契約） 60歳以上の父母・祖父母

受贈者 問わない（相互の自由契約） 18歳以上の子・孫

贈与財産の
取り扱い

基本的には相続財産に加えない
※相続開始前3年内の贈与財産は
相続財産に加算（持ち戻し）

● 贈与財産を（贈与時点の評価で）相続財産に加えて
相続税を計算

● 相続税額からすでに支払った贈与税額を控除
（控除しきれない金額は還付）

制度の移行 暦年課税から相続時精算課税制度へ
いつでも移行できる

いったん相続時精算課税を選択した後は、
暦年課税に戻れない

※もともと贈与税は単年度で課税する方式しかなかった。相続時精算課税制度ができた時点で、旧来の方式を「暦年課税制度」と呼ぶようになった。

※1.暦年課税の贈与税率は、実の父母や祖父母から18歳以上の子や孫への特例贈与の場合
※2.相続税の基礎控除額3600万円は、相続人が1人の場合を想定
出典：中小企業庁の資料を監修元が一部修正

移
転
時
期

相続
開始前

贈与

贈与税

暦年
課税制度

相続時精算
課税制度

相続
開始後

相続
遺贈
死因贈与

相続税

移
転
方
法

税
科
目

贈
与
税
の

課
税
方
法

相続財産の
前渡し

相続税の
前払い

2024年の
贈与から
変わる！

2024年の
贈与から
変わる！

63,600万円110 310 510 710 1,110 1,610 2,500 3,110 3,600 4,600 4,610 6,600 8,600 13,600 23,600 33,600
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暦年課税の税率※1

課税価格4,610万円超で
最高税率55％

相続税の税率
相続人1人あたり
6億円超で
最高税率55％

相続時
精算課税の税率
（一律20％）

最高税率は贈与税（暦年課税）、相続税ともに55％
税率区分が大きく異なる

贈与税

贈与税

HARMONY 2023 HARMONY 2023 23 2



● 贈与税は相続税の先払い。互いに補い合う
関係なので一体として対策を考える。

● 税制改正で、暦年課税は使いにくくなり、
相続時精算課税の使い勝手がよくなった。

● 生前贈与はまだ有効。相続時精算課税制度
と一括贈与の特例を軸に対策を考える。

● 相続対策は節税だけではなく、分割・納税
対策も含めてバランス良く考えよう！

Special Feature 贈与税が変わる！？　相続税と贈与税の仕組みを理解して適切な対策を

ま と め

年
間
１
１
０
万
円
の
基
礎
控
除
が
新
設

さ
れ
ま
し
た
（
図
表
4
参
照
）。
暦
年

課
税
の
基
礎
控
除
と
は
別
途
適
用
さ
れ

ま
す
。
基
礎
控
除
内
の
贈
与
は
申
告
不

要
で
す
か
ら
、
従
来
の
よ
う
な
煩
雑
な

手
間
が
な
く
な
り
ま
し
た
。
し
か
も
こ

の
１
１
０
万
円
は
、
暦
年
課
税
の
よ
う

な
相
続
直
前
の
贈
与
の
持
ち
戻
し
ル
ー

ル
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

ま
た
、
相
続
時
精
算
課
税
制
度
で
は

相
続
財
産
に
持
ち
戻
す
際
の
金
額
は
贈

与
時
の
評
価
額
に
固
定
さ
れ
る
の
が
原

も
し
れ
ま
せ
ん
。
孫
へ
の
贈
与
は
相

続
前
贈
与
の
加
算
に
含
ま
れ
ま
せ
ん

が
、
名
義
預
金
に
な
ら
な
い
よ
う
に
注

意
が
必
要
で
す
。
一
方
で
、
相
続
時
精

算
課
税
の
使
い
勝
手
が
良
く
な
り
ま
し

た
。
生
前
贈
与
の
効
果
も
出
て
来
た
た

め
、
今
後
は
こ
ち
ら
を
活
用
す
る
方
法

が
広
が
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
相
続
時

精
算
課
税
の
利
用
度
が
高
ま
っ
て
来
た

段
階
で
、
暦
年
課
税
が
廃
止
さ
れ
る
可

能
性
も
あ
り
ま
す
」（
玉
越
さ
ん
）

　

暦
年
課
税
が
利
用
し
に
く
く
な
っ
た

則
で
し
た
が
、
災
害
時
に
は
減
額
で
き

る
例
外
が
設
け
ら
れ
ま
し
た
。
詳
細
は

未
定
で
す
が
、
建
物
が
消
失
し
た
場
合

や
東
日
本
大
震
災
ク
ラ
ス
の
災
害
が
起

き
た
場
合
な
ど
が
想
定
さ
れ
ま
す
。

相
続
対
策
の
王
道
と
は
？

分
割
・
納
税
対
策
も
大
切

「
今
回
の
改
正
で
は
、
暦
年
課
税
の
規

制
が
厳
し
く
な
り
ま
し
た
。
相
続
開
始

の
10
年
以
上
前
か
ら
計
画
的
に
贈
与
を

実
施
す
る
の
は
、
な
か
な
か
難
し
い
か

と
い
っ
て
も
、
生
前
贈
与
の
道
が
閉
ざ

さ
れ
た
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
生
前

贈
与
が
相
続
財
産
に
加
算
さ
れ
る
の
は

相
続
に
よ
り
財
産
を
取
得
し
た
人
に
限

ら
れ
る
た
め
、
自
分
の
実
子
の
配
偶
者

や
孫
な
ど
推
定
相
続
人
以
外
の
人
へ
の

贈
与
や
、
図
表
6
の
よ
う
な
特
定
用
途

の
資
金
を
一
括
贈
与
で
き
る
特
例
も
有

効
で
す
。
こ
う
し
た
税
法
で
認
め
ら
れ

た
仕
組
み
を
最
大
限
活
用
す
る
こ
と
が
、

相
続
・
贈
与
税
対
策
の
王
道
に
な
る
で

し
ょ
う
。
い
ず
れ
に
し
て
も
、
相
続
対

策
は
生
前
贈
与
だ
け
で
な
く
、
財
産
全

体
の
バ
ラ
ン
ス
を
見
な
が
ら
、
分
割
・

納
税
対
策
を
併
せ
て
検
討
す
る
こ
と
が

大
切
で
す
。

■ 図表4 相続時精算課税制度の改正

相
続
時
精
算
課
税
の

メ
リ
ッ
ト
と
利
用
上
の
注
意
点

　

相
続
時
精
算
課
税
制
度
は
、
贈
与
で

も
相
続
で
も
、
い
つ
財
産
を
移
転
し
て

も
最
終
的
に
支
払
う
税
額
が
変
わ
ら
な

い
「
財
産
移
転
時
期
に
中
立
的
な
税

制
」
を
目
指
し
た
仕
組
み
で
す
。
し
か

も
、
特
別
控
除
額
が
２
５
０
０
万
円
と

大
型
な
の
で
、
生
前
に
ま
と
ま
っ
た
資

産
を
贈
与
税
な
し
で
移
転
で
き
る
の
が

最
大
の
魅
力
。
贈
与
者
ご
と
に
選
択
で

き
る
た
め
、
父
か
ら
の
贈
与
は
相
続
時

精
算
課
税
、
母
か
ら
は
暦
年
課
税
と
い

う
よ
う
に
使
い
分
け
も
可
能
で
す
。

　

こ
う
し
た
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
一
方
で

手
続
き
上
の
ネ
ッ
ク
が
あ
り
ま
し
た
。

い
っ
た
ん
相
続
時
精
算
課
税
を
選
ぶ
と

暦
年
課
税
に
は
戻
れ
な
い
点
で
す
。
特

別
控
除
枠
を
超
え
た
贈
与
は
、
た
と
え

1
万
円
で
も
記
録
し
て
20
％
の
税
率
で

申
告
納
税
し
た
上
で
、
相
続
時
に
持
ち

戻
し
計
算
を
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

さ
ら
に
注
意
し
た
い
の
は
、
相
続
時

に
持
ち
戻
す
財
産
の
課
税
価
格
が
、
贈

与
し
た
時
点
の
評
価
額
で
計
算
さ
れ
る

こ
と
。
将
来
、
価
格
が
下
落
す
る
リ
ス

ク
が
あ
る
資
産
を
移
転
し
て
し
ま
う
と
、

贈
与
時
の
高
い
評
価
額
で
相
続
税
が
課

税
さ
れ
て
し
ま
い
ま
す
。
逆
に
、
周
辺

の
開
発
な
ど
で
地
価
上
昇
が
期
待
さ
れ

る
不
動
産
な
ど
を
移
転
す
れ
ば
、
評
価

額
が
低
い
ま
ま
固
定
さ
れ
る
た
め
、
相

続
税
も
抑
え
ら
れ
る
わ
け
で
す
。

暦
年
課
税
か
ら
相
続
時
精
算
課
税
へ

使
い
や
す
さ
が
シ
フ
ト

　

以
上
を
踏
ま
え
、
２
０
２
３
年
度
の

税
制
改
正
の
内
容
に
入
り
ま
し
ょ
う
。

注
目
の
改
正
の
１
つ
は
、
暦
年
課
税
の

相
続
前
贈
与
の
加
算
期
間
見
直
し
で
す
。

暦
年
課
税
は
、
単
年
度
で
完
結
す
る
仕

組
み
で
あ
る
と
説
明
し
ま
し
た
。
た
だ

し
例
外
と
し
て
、
相
続
開
始
（
被
相
続

人
が
死
亡
し
た
時
点
）
前
3
年
以
内
の

贈
与
に
関
し
て
は
、
直
前
の
相
続
税
回

避
を
防
ぐ
意
味
か
ら
、
相
続
財
産
に
持

ち
戻
す
ル
ー
ル
が
あ
り
ま
し
た
。
こ
の

期
間
が
7
年
以
内
に
変
更
さ
れ
た
の
で
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相続時精算課税制度 2024年贈与から変わるポイント

暦年課税制度 2024年贈与から変わるポイント

■ 図表6 一括贈与にかかわる非課税特例※

■ 図表5 暦年課税制度の改正

住宅資金の贈与 教育資金の贈与 結婚・子育て資金の贈与

非課税枠 500～1,000万円
（住宅性能により異なる）

1,500万円
（学校以外への支払いは
500万円）

1,000万円
（結婚費用は300万円）

贈与
する人 父母・祖父母など 父母・祖父母など 父母・祖父母など

贈与
される人

18歳以上の子・孫
（合計所得が
2,000万円以下）

30歳未満の子・孫
（合計所得が
1,000万円以下）

18歳以上
50歳未満の子・孫
（合計所得が
1,000万円以下）

適用
期限 2023年12月31日まで

2023年3月31日まで
➡2026年までに延長！

2023年3月31日まで
➡2025年までに延長！

一体的に課税
生前の贈与＋相続財産

●相続時精算課税制度で生前贈与した場合
贈与時点の時価（1億円）で評価

さらに、非課税枠を超えた部分の贈与税は相続税から控除できる

相続時精算課税制度
を選択

例：将来、値上がりする見込みの土地がある場合

選択前の贈与
（暦年単位で課税）

それ以前の贈与
（暦年単位で課税）

+4年間+4年間

●何もしなければ…相続時点の時価（2億円）で評価

相続

相続贈与時

贈与時点の評価 贈与時点の評価開発計画

1億円 2億円

相
続
財
産

相
続
財
産

相
続
財
産

相
続
財
産

相続財産への持ち戻し期間 3年→7年へ延長

❶  新たに年110万円の基礎控除を新設（暦年課税の基
礎控除110万円とは別に適用）。この基礎控除以内な
ら申告は不要になり、煩雑な手続きが緩和された。

❷  相続財産に加算される価格は、年間110万円の基礎
控除を差し引いた残額。暦年贈与のような相続直前
加算はなし。生前贈与のメリットが生まれた。

❸  贈与を受けた土地建物が災害で一定以上の被害を受
けた場合、相続財産に加算される価格は贈与時の評
価額に固定せず、相続時に損害額を控除した残額。

❶  持ち戻し期間が3年以内から7年以内に延長
❷   延長された4年間に受けた贈与については
総額100万円まで相続財産に加算しない。

●  一度にまとまった金額の贈与ができる。不動産は実勢価
格より評価額が低いケースが一般的なため、特別控除額
2,500万円よりも価値の高い不動産を贈与可能。

●  贈与後に評価額が上昇する可能性がある資産、評価額
が落ちずに収益を生む資産の生前贈与に適している（評
価額が下落する資産は不向き）。

●  贈与により取得した宅地に、相続税の計算時に小規模宅
地等の特例は利用できない。不動産取得税、登録免許税
にかかわる相続財産についての軽減も適用されない。

変更のポイント

変更のポイント

活用のポイントと注意点

活用のポイントと注意点

毎年、110万円まで非課税（申告不要）

相続

一体的に課税
死亡前7年以内の贈与＋相続財産

●  2024年1月1日以降に受けた贈与から適用。適用開始時期が従
来の「3年以内」を超え始める2027年1月1日から順次延長。7
年間遡るのは2031年1月1日以降。

●  相続直前の贈与の加算があるのは、財産を相続した相続人のみ。
相続人以外の孫、子の配偶者などは適用されないため、生前贈与
の効力は失われていない。

※「令和5年度税制改正大綱」の内容をもとに作成（2023年2月末時点）。2023年3月の国会の審議によっては、改正内容が変更となる可能性があります。

※4～7年の贈与分は総額から100万円を控除

※ このほか、婚姻期間20年以上の夫婦間における居住用財産の贈与について、
2,000万円まで非課税とする配偶者控除制度がある。

改正後改正後
7年以内7年以内

改正前改正前
3年以内3年以内
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